強風洪水災害に対する自治会対応（案）
１．住民への通達事項
　１）強風雨時の災害予想
　　　■台風や竜巻による建物損壊、

■洪水による建物浸水や損壊、
■落雷による建物火災や損壊及び電気設備損壊、
■強風による電線断線や停電、
■土砂災害による建屋損壊や生き埋め
　２）避難する場合の事前確認(日ごろから下記事項を確認しておく)

　　　■洪水ハザードマップで自宅を確認し、洪水や土砂災害の危険性を確認する

　　　■避難方法(自宅以外又は自宅2階)、避難先(親戚・友人又は学校避難所)、避難先は集団で一緒に生活する避難所より気心知れている親戚友人の方が好ましいかも
　　　■避難のタイミングを確認する(逃げ遅れのないよう避難情報に従い速やかに)

　３）家を離れる場合や2階部屋へ移動する場合の事前準備
　　　■避難袋他（別紙「避難時に持って逃げるもの」を参照）
　　　■避難用品、備蓄食料や水及び簡易トイレ、カセットコンロ等はできるだけ高い場所又は2階の部屋で保管
　　　■家屋及び地下等への浸水防止用に大きめのビニール袋を準備、水を入れて土のう代わりに使用、床下の換気口や地下口周辺に配置
　４）市役所からの警戒レベルを使った防災情報（詳細は別紙参照）

　　　■防災情報の入手方法（屋外スピーカー、防災ラジオ、パソコン、スマートホン、携帯電話、テレビ神奈川tvk等）及び自治会からの連絡網

　　　■警戒レベル1(早期注意)、2(注意報)、3(避難準備)、4(避難指示勧告)、5（災害発生）

　５）避難
　　　■高齢者や幼児、障がい者の方は警戒レベル3(避難準備）の段階で避難する
　　　■警戒レベル4(避難指示勧告)の場合は全員避難、避難する場合は各自避難袋を持ち、ガス水道元栓を閉じ電源ブレーカを落とし、すべての鍵を閉じて避難する

　　　■連絡網を通して避難状況を組長又は班長に連絡する
　
２．対策本部
　１）仮対策本部の設置
　　　■自治会長は警戒レベル3(避難準備)の段階で自宅を仮対策本部とし、連絡網を通して関係者（副会長、民児委員、防災リーダー、自主防災委員等3～5人）に連絡し対策本部設置の可否を検討

■仮対策本部は、民児委員及び防災リーダーを指名し、避難行動要支援者への避難開始の連絡依頼を行う、場合によっては同行することもありうるので移動手段を準備する必要がある
　２）対策本部の設置

　　　■警戒レベル4(避難指示勧告)が発令された段階で対策本部を設置、場所はあらかじめ指定された場所、もしくは集合が困難な場合は自治会長宅を本部とし連絡網で連絡、討議内容は以下の役職指名者の決定
　　　　①自治会班長・組長の指名（住民避難連絡）、 ②拠点班員の指名、 
③パトロール班の指名、④救護班の指名、 ⑤記録班の指名
　３）本部から各班への指令
■自治会班長・組長への避難指示連絡
連絡網を通して自治会班長、組長経由で住民の避難指示連絡、場合によっては避難者を纏めて避難場所まで同行、避難の確認が取れたら避難者名簿を本部へ提出

■拠点班への指令
拠点班員1～2名を指名、防災無線を持参し避難所へ派遣、避難所運営を応援、又本部と避難所間の防災無線連絡を担う

　　　■パトロール班への指令
複数名でパトロール班を編成、危険個所の観察と地域内の状況把握、異常があれば都度防災無線で本部へ連絡

　　　■救護班への指令
複数名で救護班を構成、住民からの救護依頼、或いはパトロール班からの要請で現地へ急行、必要な場合は用具を持参し救護に当たる、状況は都度防災無線で本部へ連絡

　　　■記録班への指令
記録班を1名指名、本部が指示又は受理した時刻と内容を時系列に記録

　

４）行政との情報連絡
　　　■地域内災害情報連絡
　　　　本部は避難所の拠点班を呼び出し、地域内で起こった災害情報と要求項目を連絡、拠点班はその情報を避難所配備職員へ通報、もし行政から要求項目の回答が得られれば拠点班は本部へ連絡
　　　■避難所の状況報告
　　　　避難所の状況（避難者受け入れ人数等）について本部へ報告する

　５）危険個所の監視
　　　■本部はパトロール班に対し地域内の河川の水位監視や土砂災害指定場所周辺住民に対しの「土砂災害警戒」の文書を配布させる、もし異常があれば直ちに本部へ無線連絡し自分たちもその場から避難する
　　　■危険個所監視途中で、もし住民が災害に遭遇していた場合は救助を行い、救助困難な場合は本部へ連絡、救助班を要請する
　　　■パトロール中に高圧ケーブルや電柱電線の切断が発見されたら、直ちに本部へ連絡し東京電力の派遣を要請する
　６）救護班の出動
　　　■本部は住民からの救助要請やパトロール班からの救助要請があった場合は、直ちに救護班に対し救護要請を発令し救護に当たらせる、必要により救護用具を持参させる
　　　■もし重傷者が発生した場合は、本部に自家用車を要請し病院へ搬送する
　　　■家屋が水没し逃げ遅れた住民の救出に対し、救命ボートや救命胴衣を準備してお　く必要がある
　７）避難解除の対応
　　　■行政より避難解除の情報入手後、対策本部は解散する
　　　■解散後新たな日程を設けて災害に対する反省会を実施する
３．家屋浸水被害からの生活再建の支援
　　　■家屋浸水被害者に対し、別紙「水害にあったときに」の資料を配布し、生活再建の手引書として利用して貰う
　　　■住民から要請があれば自治会として応援する
[image: image1.jpg]T

HEUA

g

WA—Dy

BH#VON

Wl

S¥-HuEY

HHEHE

— &g~

HE-QR

WS EH OHE NN E T





